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内部監査業務への最新IT活用支援
近年、ビッグデータや人工知能（AI）に代表される、第四次産業革命と呼ばれる技術革
新が急速に進行しています。これまで以上に内部監査業務を高度化・効率化できる、
「機械学習」や「BIツール（Business Intelligence）」などの最新ITの活用を、KPMGが
支援します。

内部監査業務における最新ITの活用例
社内外に存在する大量のデータや要素技術の持つさまざまな機能を組み合わ
せ、これらを最大限に活用することによって、従来ヒトの手では成しえな
かったリスク評価の精度向上や、監査における単純作業の自動化等につなげ
ることが可能です。

機械学習を活用した各種データ分析
• 社内外事象に基づくリスク洗出し
• 高リスク業務または組織（子会社／
部門等）の分類

• データ分析シナリオの導出

ロボットによる自動化（RPA）
• 電子データと電子化された証憑データ
の自動突合

• データ入力・不備チェック・各種処理
の自動化

• 作業品質の向上
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1.目的と手段の再確認
ともすると、最新ITの導入ありきの議論になりがちですが、最新
ITは、あくまでも解決手段の1つです。最新ITの機能やメリッ
ト・デメリットをよく理解し、最新ITの導入に依らない対応案も
念頭に、内部監査への最新IT導入の投資対効果を最大化すること
が肝要です。

2.データ収集・蓄積のシステム化
内部監査業務に使用するデータは、機密性や完全性の確保が必要
です。社内外の各所に分散しているデータを、ヒトの手を介さず
に自動で集約し、セキュリティを確保した環境にて、データ分
析・監査を実施できる環境を整える必要があります。

3. 内部監査要員の育成計画見直し
最新ITの導入によって、内部監査業務は定型化されるため、ヒト
による分析作業や監査実務にかける時間は大幅に削減されます。
一方で、内部監査要員が業務経験を積み上げる機会が失われると
いう側面もあるため、内部監査要員の育成計画を見直す必要があ
ります。

4.法令／ルール遵守への対応
監査対象データの取得や、その取扱いは国内外のさまざまな法令
やルールに準拠したものでなくてはなりません。各国のプライバ
シー規制や著作権法等の法令、公開されているデータの利用ルー
ルを確認し、どの国でどのような業務が可能か、整理しておく必
要があります。

最新IT活用「成功の秘訣」

KPMGが蓄積した内部監査支援サービスのノウハウ・知見に基づき、最新IT活用に
おける4つのポイントを紹介します。


